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研究要旨  

  

感染症発生動向調査による腸管出血性大腸菌（EHEC）感染症の 2022年届出暫定集計

より、発生動向についてまとめた。腸管出血性大腸菌感染症の届出は 3,376件、うち有症

状者は 2,259件（67％）であった。HUS発症症例は 58件報告されている。腸管出血性大

腸菌の地方衛生研究所における検出例報告は 1,683例で、全検出数における上位の O

血清群の割合は, O157が 57．6％、O26 が 15.2％であった。2022年は例年に比べ報告

数は少ないが、COVID-19発生以降、ほぼ例年の報告数に近づきつつある。COVID-19

の発生状況による EHECの発生動向への影響も含め、引き続き注視と対応が必要である。 

 

A. 研究目的 

腸管出血性大腸菌（enterohemorrhagic 

Escherichia coli:ＥＨＥＣ）感染症は重症例にお

いては毒素（Vero toxin：VT）により溶血性尿毒

症症候群（HUS）や脳症等を発症し、死亡や長

期の後遺症を呈することもあるため、公衆衛生学

上非常に重要である。腸管出血性大腸菌感染

症として感染症法に基づく感染症発生動向調査

の三類感染症に位置付けられており、診断した

医師は直ちに届け出ることが義務づけられてい

る。本研究では 2022年の感染症発生動向調査

における EHEC感染症届出状況、地方衛生研

究所（地衛研）から報告されたＥＨＥＣ検出数お

よび食品衛生法に基づいて食中毒統計資料に

報告されたＥＨＥＣ食中毒について記述し、日本

のＥＨＥＣ感染症の動向を把握する。 

 

Ｂ,C. 研究方法・結果 

2022年に感染症法に基づき届け出られた腸

管出血性大腸菌感染症について、感染症発生

動向調査システムに登録された症例の暫定集計

を行った。なお、集計内容は病原微生物検出情

報 2023年 5月号 EHEC特集に準ずる。 

2022年の届出は 3,376件、うち有症状者は

2,259件（67％）であった。週別届出数を見ると、

集団感染があれば季節に関係なく増加するが毎
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年夏に届出が多く、その傾向は 2022年も同様

であった。 

都道府県別届出数（無症状を含む）は東京都、

福岡県、神奈川県、大阪府、北海道、愛知県、

千葉県、埼玉県、群馬県の上位 9都道府県で

全体の 52.6％を占めた。人口 10万対届出数で

は岩手県（6.2）が最も多く、宮崎県（6.2）、群馬

県（5.9）がそれに次いだ。HUSを合併した症例

は 58例（有症者の 2.6％）で、そのうち 31例か

ら EHECが分離された。HUS症例における O

血清群の内訳は O157が 24例で、毒素型は不

明６例を除く 24例が VT2陽性株（VT2単独ま

た VT1&VT2）、1例が VT1単独陽性株であった。

有症者のうち HUS発症例の割合が最も高かっ

たのは 5～9歳で 5.2％、次いで 0～4歳で

5.0％であった。 

病原体検出情報へ地衛研から報告された

2021年の EHECの検出数は 1,583であった。

感染症発生動向調査の患者報告とは報告の枠

組みが異なる。そのため、解釈には注意が必要

であるが、血清群および毒素型の傾向を把握す

る上で重要である。全検出数における上位の O

血清群の割合は、O157が 57.6％、O26が

15.2％、O103が 5.4％であった。毒素型で見る

と、2022年は例年同様 O157では VT1&VT2が

最も多く、O157の 70％を占め、VT2単独は

25％であった。O26および O103は例年同様

VT1単独が最も多く、それぞれ 89.6％および

97.7％を占めた。EHECが検出された 1069例の

主な症状は下痢 81.4％、腹痛 76.7％、血便

54.3％、発熱 24.1％であった。 

「食品衛生法」に基づいて都道府県等から報

告された 2022年の EHEC食中毒は 8事例、患

者数 78名（菌陰性例を含む）で死亡は 1例であ

った（2017年は 17事例 156名、2018年は 32

事例 456名、2019年は 20事例 165名、2020

年は 5事例 30名、2021年は 9事例 42名。い

ずれも死亡報告なし）。 

 

Ｄ．考察 

2022年のＥＨＥＣ感染症報告数は、2021年、

2020年と同様に 2019年以前と比較すると少な

かったが、定点把握対象の呼吸器疾患に見られ

た年間を通しての大幅な減少と比較すると限定

的であった。通常、報告数が増加する夏期の発

生状況は例年よりは少ないが、飛沫感染あるい

は接触感染を主な感染経路とする他の感染症

の報告数の減少程度と比較すると、報告数の変

化は小さい。EHEC感染症は新型コロナウイル

ス感染症の対策に影響されない、食品による広

がりが含まれると考えられる。しかし、現在の感染

症サーベイランスによるデータのみでは、これら

の具体的な食品の種類や一見集団発生かどう

かが分からない広域事例かどうかを確定すること

は困難である。今後の疫学調査等による知見の

集積や、遺伝子レベルを含めた更なる研究の進

展により、EHEC感染症の感染経路への理解が

深まることが期待される。一方、2020年、2021年

に続き 2022年は報告数が増加傾向にある。 

血清型別では O26のような血清型のアウトブ

レイクが毎年起きる地域もあり、地理的な特徴も

重要である。年齢群別届出状況は例年と比較し

てもあまり変わらず、発生状況の中では 2021年

と同様に 0-4歳のような小児が届出の中心をな

していた。一方、いわゆる焼肉屋での喫食を好

むような若年者や、若年小児の保護者にあたる

年齢群に届出の集積が見られた。 

HUS発症例に関して、感染経路を見ると経口

感染が 3分の 2を占め、生肉の喫食も依然とし

て報告されている。引き続き注意喚起が必要で

あり、厚生労働省は、例としてバーベキューで食

中毒にかからないために、焼くまでは肉は低温

に保つこと、肉はしっかり焼くこと、トングや箸は

使い分けること、等について広報している。 

地衛研から病原体検出情報へ報告されたＥＨ

ＥＣ検出数については、臨床症状については複

数選択可であるため、提示した割合は合計が症

例数に一致しない。血清群については O157が

かなり多く、次いで O26、O103、O111、O121、

O91などの報告がある。毒素型については、ＥＨ
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ＥＣ感染症としての特性上 VT2を持っていること

が微生物学的には重要な因子であると考えられ

る。症状については下痢・腹痛がかなりの割合を

占めていたのと同時に、無症状病原体保有者も

全体の 40%を示していた。症状について血清群

別に見ると、腹痛・血便が多かったのは O157で

あった。O26や O103では有症状者のみならず

同時に無症状病原体保有者の報告も多かった

ことは公衆衛生学的に重要な情報と考えられる。

また、O91などは無症状が大半であった。このよ

うな状況からは、血清群別の分析が重要である

ことが示唆される。 

2022年の腸管出血性大腸菌（VT産生）食中

毒事件数は 8件で、患者数は 78例（2021年は

42例）で死亡 1例が含まれていた。患者数とし

ては引き続き 2019年以前より大幅に少ないが、

2021年より多かった。食中毒統計上の患者数の

減少傾向は、感染症発生動向調査の患者報告

数の減少傾向と比較して大きいが、食中毒によ

るものと断定された死亡例が報告されていること

など、腸管出血性大腸菌感染症の食品衛生上

の重要性は変わっていない（なお、事例数に対

する平均症例数が、2022年には大きく増加し

た）。 

 

Ｅ．まとめ 

2022年の EHEC感染症の感染症発生動向

調査への届出は 3,376件、うち有症状者は

2,259件（67％）であった。HUS発症症例は 58

件報告されていた。食中毒統計と同様に、2022

年は例年に比べ報告数は比較的少なかったが、

これらには COVID-19の発生状況による影響も

考えられる。食中毒を含む EHECの発生動向に

ついては、今後の社会活動の活発化の影響も含

め、引き続き注視と対応が必要である。 

 


